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■調査の目的と対象 ■地域別回答企業社数

アンケート方式による道内企業の経営動向把握 企業数 構成比 地　　　　　　域

■調査方法 全　道 371 100.0%

調査票を配付し、郵送または電子メールにより回収 札幌市 133 35.8  　道央は札幌市を除く石狩、後志、胆振、

■調査内容 道　央 79 21.3  　日高の各地域、空知地域南部

2024年道内企業の年間業況見通し 道　南 39 10.5  　渡島・檜山の各地域

 円安が道内企業の経営に及ぼす影響について 道　北 57 15.4  　上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部

■回答期間 道　東 63 17.0  　釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

2023年11月中旬～12月中旬

■本文中の略称

(A)　増加(好転)企業

前年に比べ良いとみる企業

(B)　不変企業

前年に比べ変わらないとみる企業

(C)　減少(悪化）企業

前年に比べ悪いとみる企業

(D)　ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

(E)　n（number）

有効回答数

■業種別回答状況

調査企業社数 回答企業社数

692   371   53.6 ％

197   110   55.8

食 料 品 68   33   48.5

木 材 ･ 木 製 品 31   22   71.0

鉄 鋼 ・金 属製 品･ 機械 60   34   56.7

そ の 他 製 造 業 38   21   55.3

495   261   52.7

建 設 業 139   83   59.7

卸 売 業 98   54   55.1

小 売 業 94   40   42.6

運 輸 業 50   27   54.0

ホ テ ル ･ 旅 館 業 33   15   45.5

そ の 他 の 非 製 造 業 81   42   51.9

回答率

全 産 業

製 造 業

非 製 造 業

調 査 要 項
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特別調査 

Ⅰ．2024年 道内企業の年間業況見通し 

長引くコスト高で見通しに漂う減速感 

＜ 要 約 ＞ 

１．2024年 業況見通し 

2023 年業況実績（下記 3）に比べ、売上 DI（1）は 7 ポイント低下、利益 DI（▲7）は 8 ポイント低下しマイナ

ス圏となる見通し。製造業・非製造業ともに業況の減速を見込むが、業種によってばらつきがみられた。食

料品製造業や運輸業、ホテル・旅館業は業況持ち直しを見込み、鉄鋼・金属製品・機械製造業や建設業、

小売業などには慎重な見方が広がっている。今後重視する項目は、引き続き「人材の育成・強化（77％）」が

最も多く 3 年連続で上昇している。 

２．先行きの懸念材料（複数回答） 

「原油価格の動向」（71％）は 5 ポイント低下したが、前年に続き最多項目になった。次いで「電気料金の

動向（58％）」、「物価の動向（57％）」の順となった。 

３．2023年 業況実績 

2022 年実績に比べ、売上 DI（8）は 9 ポイント、利益 DI（1)は 3 ポイントそれぞれ低下したものの、プラス圏

を維持した。 

 

＜図表１＞道内企業の年間業況の推移 
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見通し

売上DI △ 24 △ 36 △ 20 △ 7 4 23 △ 11 △ 13 △ 4 9 △ 6 △ 3 △ 42 △ 4 17 8 1

利益DI △ 35 △ 18 △ 19 △ 13 0 13 △ 16 △ 4 △ 1 △ 1 △ 16 △ 10 △ 31 △ 10 4 1 △ 7
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＜図表２＞2024年見通し・業種別の要点 

 

 

 

 

  

2020年 2021年 2022年 2024年

実績 実績 実績 実績
年初

見通し
見通し

売上DI △ 42 △ 4 17 8 3 1

利益DI △ 31 △ 10 4 1 △ 8 △ 7

売上DI △ 49 6 20 6 △ 4 2

利益DI △ 40 △ 4 4 △ 5 △ 13 △ 12

売上DI △ 70 21 49 24 8 24

利益DI △ 38 5 27 △ 3 3 3

売上DI △ 61 10 23 △ 32 △ 41 △ 14

利益DI △ 67 0 18 △ 19 △ 50 △ 14

売上DI △ 26 △ 15 0 9 0 △ 9

利益DI △ 33 △ 12 △ 18 △ 6 △ 6 △ 24

売上DI △ 40 △ 7 16 9 5 1

利益DI △ 27 △ 12 4 3 △ 5 △ 5

売上DI 4 △ 19 △ 30 0 △ 15 △ 18

利益DI △ 3 △ 20 △ 42 △ 16 △ 28 △ 19

売上DI △ 58 2 48 6 △ 6 2

利益DI △ 32 0 40 △ 8 △ 21 △ 4

売上DI △ 55 △ 2 11 11 9 △ 8

利益DI △ 21 △ 26 △ 11 14 △ 11 △ 12

売上DI △ 63 0 39 4 32 35

利益DI △ 38 0 14 26 43 16

売上DI △ 100 △ 31 100 93 67 60

利益DI △ 100 △ 13 100 87 67 53

運　 輸 　業
貨物運輸業は売上DIがプラスに転換。旅
客運輸業は売上DI・利益DIともにプラスを
維持する見通し。

ホ テ ル ･
旅 館 業

DIは低下したものの、売上DI・利益DIともに
減少見通しは0(ゼロ)であり改善基調は維
持する。

卸　 売　 業
機械器具卸売業は売上DI・利益DIともに上
昇。食品卸売業、資材卸売業は売上DI・
利益DIともに低下。

小　 売 　業
食品小売業のDIはプラス圏維持。自動車
小売業はDIマイナスに低下、燃料小売業
はDIマイナスが続く。

非　製　造　業
売上DIは3年連続プラス見通し。利益DIは
再びマイナス圏に低下。

建 　設　 業
公共工事は売上DI・利益DIともにマイナス
が続く。民間工事の売上DIがマイナスへ低
下。

木 材 ･
木 製 品

製材業DIはマイナスが続く、木製品製造業
DIは0(ゼロ)と拮抗している。

鉄 鋼 ・ 金 属
製 品 ・ 機 械

建築関連に弱さがみられ、売上DI・利益DI
とも大きく後退する。

製　　造　　業
売上DIは4年連続プラス見通し。利益DIは
2年連続マイナスを見通す。

食　 料 　品
水産、食品製造は改善。製菓、畜産は堅
調推移。

全　　産　　業
売上DIはプラス圏を維持、利益DIは年初
ではマイナス見通しが続く。

要　　点
 (2024年見通し）

2023年
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＜図表３＞道内企業の年間業況の推移（業種別） 
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＜図表４＞売　上

2020 2021 2022 売上 売上

売上DI 売上DI 売上DI DI DI

全 産 業 △ 42 △ 4 17 8 1

製 造 業 △ 49 6 20 6 2

食 料 品 △ 70 21 49 24 24

木 材 ・ 木 製 品 △ 61 10 23 △ 32 △ 14

鉄鋼・金属・ 機械 △ 26 △ 15 0 9 △ 9

そ の 他 △ 35 6 △ 7 11 0

非 製 造 業 △ 40 △ 7 16 9 1

建 設 業 4 △ 19 △ 30 0 △ 18

卸 売 業 △ 58 2 48 6 2

小 売 業 △ 55 △ 2 11 11 △ 8

運 輸 業 △ 63 0 39 4 35

ホ テ ル ・ 旅 館 業 △ 100 △ 31 100 93 60

そ の 他 △ 34 0 21 5 0

＜図表５＞利　益

2020 2021 2022 利益 利益

利益DI 利益DI 利益DI DI DI

全 産 業 △ 31 △ 10 4 1 △ 7

製 造 業 △ 40 △ 4 4 △ 5 △ 12

食 料 品 △ 38 5 27 △ 3 3

木 材 ・ 木 製 品 △ 67 0 18 △ 19 △ 14

鉄鋼・金属・ 機械 △ 33 △ 12 △ 18 △ 6 △ 24

そ の 他 △ 32 △ 13 △ 27 11 △ 17

非 製 造 業 △ 27 △ 12 4 3 △ 5

建 設 業 △ 3 △ 20 △ 42 △ 16 △ 19

卸 売 業 △ 32 0 40 △ 8 △ 4

小 売 業 △ 21 △ 26 △ 11 14 △ 12

運 輸 業 △ 38 0 14 26 16

ホ テ ル ・ 旅 館 業 △ 100 △ 13 100 87 53

そ の 他 △ 37 △ 7 16 0 △ 10

2023年実績（ｎ=360） 2024年見通し(ｎ=359)

2023年実績(ｎ=358) 2024年見通し(ｎ=354)
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＜図表６＞資金繰り

2020 2021 2022 資金繰り 資金繰り

資金繰りDI 資金繰りDI 資金繰りDI DI DI

全 産 業 △ 4 1 3 0 △ 3

製 造 業 3 2 △ 4 △ 3 △ 7

非 製 造 業 △ 7 0 6 2 △ 1

＜図表７＞短期借入金の難易感

2020 2021 2022 難易感 難易感

難易感DI 難易感DI 難易感DI DI DI

全 産 業 8 9 7 8 5

製 造 業 9 10 7 3 △ 3

非 製 造 業 8 9 7 10 8

＜図表８＞在　庫

2020 2021 2022 在庫 在庫

在庫DI 在庫DI 在庫DI DI DI

全 産 業 2 △ 1 7 6 2

製 造 業 7 1 8 18 13

非 製 造 業 0 △ 2 6 1 △ 3

＜図表９＞雇用人員

2020 2021 2022 雇用 雇用

雇用DI 雇用DI 雇用DI DI DI

全 産 業 △ 6 △ 6 △ 7 △ 1 14

製 造 業 △ 4 △ 7 △ 13 △ 16 4

非 製 造 業 △ 8 △ 5 △ 4 5 18

2023年実績(ｎ=359) 2024年見通し(ｎ=358)

2023年実績(ｎ=354) 2024年見通し(ｎ=352)

2023年実績(ｎ=335) 2024年見通し(ｎ=335)

2023年実績(ｎ=359) 2024年見通し(ｎ=358)
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＜図表１０＞設備投資

2020 2021 2022
実施企業 実施企業 実施企業

全 産 業 49 48 54

製 造 業 55 44 57

食 料 品 41 45 57

木 材 ・ 木 製 品 47 35 41

鉄鋼・金属・ 機械 65 41 59

そ の 他 74 63 79

非 製 造 業 46 50 52

建 設 業 41 45 44

卸 売 業 31 35 44

小 売 業 53 46 47

運 輸 業 79 77 71

ホ テ ル ・ 旅 館 業 40 56 73

そ の 他 50 66 60

＜図表１１＞道内景気

2020 2021 2022 景気 景気
景気DI 景気DI 景気DI DI DI

全 産 業 △ 78 △ 31 △ 21 △ 6 △ 5

製 造 業 △ 76 △ 36 △ 26 △ 16 △ 9

食 料 品 △ 97 △ 45 △ 22 △ 12 0

木 材 ・ 木 製 品 △ 67 △ 15 △ 23 △ 23 △ 14

鉄鋼・金属・ 機械 △ 64 △ 42 △ 30 △ 24 △ 15

そ の 他 △ 65 △ 25 △ 36 0 △ 11

非 製 造 業 △ 79 △ 30 △ 19 △ 2 △ 4

建 設 業 △ 61 △ 27 △ 25 △ 4 △ 5

卸 売 業 △ 84 △ 24 △ 21 △ 11 △ 11

小 売 業 △ 82 △ 36 △ 40 △ 16 △ 11

運 輸 業 △ 96 △ 31 0 4 4

ホ テ ル ・ 旅 館 業 △ 93 △ 44 7 47 20

そ の 他 △ 84 △ 30 △ 12 5 2

2023年実績(ｎ=358) 2024年見通し(ｎ=358)

2023年実績(ｎ=358) 2024年見通し(ｎ=357)

55

56

61

41

52

72

55

46

51

46

70

73

68

45

44

39

59

48

28

45

54

49

54

30

27

32

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 実施せず

43

44

39

32

52

56

42

31

42

28

70

73

46

29

30

36

45

21

17

29

35

35

25

7

7

37

28

25

24

23

27

28

29

34

23

47

22

20

17

0% 20% 40% 60% 80% 100%

実施 実施せず 未定

14

7

9

4

6

6

17

10

15

11

26

47

20

66

70

70

69

64

88

64

76

59

62

52

53

65

20

23

21

27

30

6

19

14

26

27

22

15

0% 20% 40% 60% 80% 100%

上昇 不変 下落

11

9

15

9

9

12

9

8

14

19

20

14

73

73

70

68

67

89

72

77

73

61

66

80

74

16

18

15

23

24

11

16

14

19

25

15

12

0% 20% 40% 60% 80% 100%

上昇 不変 下落
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＜図表１２＞売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点（複数回答） 

 

 

＜図表１３＞売上・販売面で重視する項目（複数回答） 

 

 

  

前年比

(1)
人材の育成・強化
（77％）

＋ 4
製造業（65％）、非製造業（82％）ともに重視する項目の1位となった。業種別でも全ての業種で上位と
なり、人手不足感の強まりを裏付ける結果となった。

(2)
顧客ニーズの的確な把
握（51％）

△ 4
運輸業（39％）は前年から25％ポイント低下、鉄鋼・金属製品・機械製造業（59％）は24％ポイント上
昇するなど、業種によりばらつきがみられた。

(3)
価格体系の見直し
（39％）

△ 7
製造業（41％）、非製造業（37％）ともに前年に比べ低下した。業種別では幅広い業種で低下がみら
れた。

(4)
ＩＴの活用、DXの推進※
（35％）

＋ 14
唯一前年から2桁増加した項目で、製造業（26％）は＋12％ポイント、非製造業（39％）は＋15％ポイ
ント前年から伸長。

(5)
同業他社の商品、サービ
スとの差別化（26％）

△ 2
全産業では前年から大きな変動はなかったが、業種別ではホテル・旅館業（40％）が＋27％ポイントと
大きく上昇した。

項 目 要　　　　　　点

※前年は「IT（ホームページ等）の活用」として調査

全産業 製造業 食料品
木材･

木製品

鉄鋼・

金属製品

･機械

その他の

製造業
非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業

ホテル

･旅館業

その他の

非製造業

① ① ② ① ① ③ ① ① ① ① ① ① ①
77 65 64 73 71 50 82 90 69 81 69 87 90

(73) (67) (62) (62) (82) (53) (75) (93) (65) (64) (64) (47) (81)
② ② ③ ② ② ① ② ③ ② ② ③ ② ②

51 58 61 50 59 60 48 38 54 65 39 53 51
(55) (55) (65) (67) (35) (60) (56) (49) (58) (64) (64) (67) (47)

③ ③ ③ ② ③ ② ③ ②
39 41 58 27 27 55 37 21 39 35 62 47 51

(46) (53) (60) (38) (50) (67) (43) (31) (52) (44) (68) (60) (30)
④ ③ ③ ②

35 26 30 23 27 20 39 47 37 38 19 33 44
(21) (14) (14) (19) (3) (33) (24) (23) (17) (28) (18) (33) (30)

⑤ ③
26 29 39 23 24 30 24 15 35 41 15 40 15

(28) (30) (32) (29) (24) (40) (27) (17) (38) (39) (25) (13) (28)
③

25 21 12 27 24 25 26 20 33 30 15 47 27
(26) (21) (19) (29) (21) (13) (28) (28) (29) (33) (14) (40) (28)

① ③
23 40 70 32 24 30 16 5 27 22 12 20 17

(26) (38) (54) (33) (24) (40) (20) (8) (25) (33) (14) (33) (23)

14 13 12 18 9 15 15 15 19 8 19 7 15
(13) (11) (5) (24) (12) (7) (14) (19) (15) (8) (14) (-) (12)

12 16 15 18 12 20 10 7 15 14 4 7 12
(14) (17) (11) (19) (21) (20) (13) (11) (13) (17) (11) (7) (16)

0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0 0
(1) (1) (-) (-) (-) (7) (1) (-) (-) (3) (4) (7) (-)

　　○内数字は業種内の順位、（　）内は前年調査

　　※前年は「IT（ホームページ等）の活用」として調査

(9)

他社との業務提携

(10) その他

(7)
新商品（サービス）の開
発

(8)

新たな事業への参入

(6) 営業方法の見直し

(3) 価格体系の見直し

(5)
同業他社の商品、サービ
スとの差別化

(4) ＩＴの活用、DXの推進※

(2)
顧客ニーズの的確な把
握

(単位 : ％）

項 目

(1) 人材の育成・強化

(n=361)
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＜図表１４＞先行きの懸念材料（上位５項目）の要点（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

  

前年比

(1) 原油価格の動向（71％） △ 5
製造業（70％）、非製造業（71％）ともに前回調査に続き1位となった。業種別では、運輸業（89％）、ホ
テル・旅館業（86％）が特に高い割合となった。

(2) 電気料金の動向（58％） ＋ 0
製造業（70％）は6ポイント低下したが、食品製造業（81％）は高い水準が続いている。非製造業
（53％）は3ポイント上昇、特にホテル・旅館業（93％）は最も高い割合となった。

(3) 物価の動向（57％） △ 2
製造業（56％）、非製造業（58％）ともに前年横ばい圏となったが、鉄鋼・金属製品･機械製造業
（49％）や運輸業（48％）で10％ポイント超の低下がみられた。

(4) 雇用の動向（44％） ＋ 5
ほぼ全ての業種で前年から上昇した。特に、ホテル・旅館業（71％）では+31％ポイントと大幅に上昇し
た。

(5) 公共投資の動向（44％） ＋ 5
建設業（76％）は5％ポイント低下したが、木材・木製品製造業（50％）や卸売業（42％）では10％ポイ
ント超の上昇がみられ、上位項目となった。

(6) 個人消費の動向（44％） △ 5
製造業（47％）、非製造業（43％）とも前年に比べ低下した。業種別では、運輸業（44％）で最も減少
幅が大きく、22％ポイント低下した。

項 目 要　　　　　　点
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＜図表１５＞先行きの懸念材料（複数回答） 

 

全産業 製造業 食料品
木材

･木製品

鉄鋼・

金属製品

･機械

その他の

製造業
非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業

ホテル

･旅館業

その他の

非製造業

① ① ② ② ① ② ① ① ① ② ① ②
71 70 75 64 64 81 71 78 68 63 89 86 51
(76) (76) (76) (82) (72) (79) (76) (82) (72) (72) (86) (80) (64)

② ① ① ② ③ ① ③ ① ②
58 70 81 64 52 91 53 51 53 43 41 93 63
(58) (76) (82) (73) (78) (64) (50) (46) (54) (56) (28) (80) (55)

③ ③ ③ ② ③ ② ③ ② ③ ③
57 56 69 50 49 52 58 59 62 50 48 71 61
(59) (58) (68) (50) (61) (36) (59) (61) (68) (53) (59) (53) (52)

④ ③ ①
44 34 50 23 30 29 49 52 28 48 41 71 66
(39) (34) (47) (23) (28) (29) (41) (49) (16) (47) (38) (40) (50)

④ ② ③ ②
44 37 0 50 55 52 47 76 42 15 26 7 56
(39) (30) (-) (36) (50) (50) (42) (81) (28) (17) (21) (7) (39)

④ ③ ③ ③ ① ③ ③
44 47 72 46 21 52 43 21 55 78 44 71 29
(49) (48) (76) (50) (19) (43) (50) (22) (60) (83) (66) (67) (43)

34 47 50 55 46 38 29 18 45 38 26 36 20
(42) (50) (58) (68) (39) (29) (39) (34) (58) (53) (31) (40) (21)

33 32 44 41 24 19 33 33 36 40 37 21 24
(26) (26) (32) (18) (19) (36) (26) (30) (34) (39) (17) (-) (16)

32 33 44 23 33 29 32 34 26 35 30 29 34
(50) (53) (55) (55) (50) (50) (49) (47) (60) (47) (55) (27) (48)

③
30 26 6 18 52 24 32 50 32 13 22 7 32
(29) (26) (5) (18) (50) (36) (30) (52) (34) (17) (14) (7) (14)

①
23 24 0 68 21 19 23 27 28 23 22 0 17
(21) (21) (3) (64) (14) (21) (21) (29) (30) (22) (14) (-) (9)

22 21 19 9 33 19 22 27 19 23 11 14 27
(22) (19) (16) (14) (25) (21) (24) (25) (22) (31) (17) (27) (21)

21 19 19 27 12 19 23 18 21 28 30 14 27
(20) (21) (21) (27) (14) (29) (20) (22) (24) (14) (17) (13) (21)

21 16 0 9 30 24 23 24 13 25 19 14 34
(20) (19) (16) (14) (28) (14) (20) (31) (14) (25) (7) (7) (16)

20 19 28 18 15 14 21 22 9 25 15 14 34
(19) (16) (18) (9) (17) (14) (20) (21) (8) (31) (28) (7) (23)

20 24 31 27 24 10 18 10 30 23 11 36 15
(20) (25) (24) (23) (31) (14) (18) (9) (28) (22) (14) (27) (16)

19 16 22 14 15 10 20 21 17 25 15 29 20
(18) (18) (18) (14) (22) (14) (18) (16) (14) (14) (24) (13) (25)

17 15 25 9 9 14 18 10 13 13 30 64 20
(63) (62) (68) (50) (58) (71) (64) (44) (72) (69) (72) (87) (73)

12 15 16 18 15 10 11 4 26 8 11 14 10
(12) (19) (26) (23) (17) (-) (9) (5) (16) (8) (10) (7) (7)

12 10 3 9 18 10 12 16 4 8 15 7 20
(9) (8) (5) (14) (11) (-) (10) (17) (-) (6) (3) (13) (14)

11 14 13 14 21 5 10 6 13 15 0 7 15
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

9 9 9 18 6 5 9 10 4 10 15 7 10
(6) (6) (3) (9) (6) (7) (7) (9) (4) (8) (14) (7) (-)

8 7 3 9 12 5 9 5 13 5 7 7 15
(9) (14) (16) (23) (11) (-) (7) (5) (12) (8) (7) (-) (5)

3 3 3 0 0 10 2 4 2 5 0 0 0
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

○内数字は業種内の順位、（　）内は前年調査、※は前年未調査

(19)

国と地方の財政改革の
動向

(23)

規制緩和の動向

(17)

欧米経済の動向

台風などの災害の影響

(24) その他

(21)
中国政権の政策運営の
動向※

(20)

米中貿易摩擦の影響

(22)

(15)

政局の動向

(4)

中国経済の動向

(13)

社会保障負担の増加

(11)

金融機関の融資姿勢

(8)

(10)

住宅着工の動向

(16)

(14)

税制改正の動向

個人消費の動向

(9)

公共投資の動向

(2)

ウクライナ紛争の影響

(5)

電気料金の動向

為替の動向

(単位 : ％）

項 目

(18)

原油価格の動向

(n=365)

(1)

新型コロナウイルスの影
響

(3) 物価の動向

(6)

民間設備投資の動向

(12)

金利の動向

雇用の動向

(7)
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臨時調査 

Ⅱ．円安が道内企業の経営に及ぼす影響について 

円安環境下、企業の適応力向上がみられる 

＜ 要 約 ＞ 

１．円安が経営に及ぼす影響＜図表１＞ 

経営にとって「円安は不利」（59％）と回答した企業は、前年調査から 8％ポイント低下した。業種別

にみると、ホテル・旅館業は特徴的な動きとなり、有利・不利の形勢が逆転した。 

２．円安がもたらしたプラスの影響＜図表２＞ 

「円安は有利」と回答した企業のうち、最も多く回答された項目は、前回調査同様「訪日外国人客

への販売が増加」（40％）であった。 

３．円安がもたらしたマイナスの影響＜図表３＞ 

「円安は不利」と回答した企業のうち、最も多く回答された項目は、前回調査同様「仕入価格、原材

料・部品価格の上昇」（36％）であった。次いで「燃料価格の上昇」（31％）となった。 

４．今後さらに円安が進行した場合の対策＜図表４＞ 

「製品・商品・サービスの販売価格を値上げする」（58％）、「仕入先や調達先の見直しを行う」

（27％）が上位となり、前年調査から大きな変動はみられなかった。 

５．望ましいドル円相場＜図表５-1、図表５-２＞ 

望ましいドル円相場の全産業平均は、前年調査から 7 円安の 122.4 円となった。最も回答が多か

ったレンジは、「120～130 円未満」（36％）、次いで「130～140 円未満」（26％）となった。 

 

＜参考＞為替相場の推移  

 

＜図表１＞円安が経営に及ぼす影響  

(単位 : ％、％pt）

（　）内は前年調査

68 54 63 85
▲ 36 ▲ 15

(2)

(22)
5 42 12

▲ 12 ▲ 12 ▲ 13 ▲ 15 ＋ 14

＋ 8 ▲ 1 ＋ 8

(7)

▲ 5 ▲ 9 ＋ 8

▲ 8 ＋ 0 ▲ 8 ▲ 9

＋ 1＋ 0 ＋ 1 ＋ 14 ▲ 3 ▲ 7 ＋ 0 ＋ 0 ▲ 0

(2) どちらでもない

(3) 円安は不利

(n=361）

項 目

(1) 円安は有利 5
(5) (7) (6) (14) (6)

(77) (53)

(7)

(28) (23) (19) (9) (42)

(70)

36

59 67
(67) (70) (75)

その他の

製造業

14

0

86

32

＋ 12 ▲ 1

全産業 製造業 食料品
木材

･木製品

鉄鋼・

金属製品

･機械

8

22

70

27

27

6

非製造業 建設業 卸売業

(4)

(30)

＋ 11 ＋ 12 ＋ 13

4

小売業

(0)
0

43

57

＋ 18

運輸業
ホテル

･旅館業

その他の

非製造業

(14)

(29)

＋ 21 ＋ 0

▲ 11 ＋ 14 ＋ 15

4
(2)

43
(52)

▲ 3 ▲ 4

(45)

3

65 21

68

30

336
(7)

(22)

(66)

35

2

(57)(69)

(31)

(69)

5

41

54

(23)

(9)

(87) (76)
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＜図表２＞円安がもたらしたプラスの影響（複数回答） 

 

 

 

 

 

＜図表３＞円安がもたらしたマイナスの影響（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

全産業 製造業 食料品
木材

･木製品

鉄鋼・

金属製品

･機械

その他の

製造業
非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業

ホテル

･旅館業

その他の

非製造業

① ① ① ① ① ①
40 0 0 0 0 0 73 0 0 100 100 80 100
(38) (11) (-) (-) (-) (100) (58) (-) (-) (67) (100) (67) (50)

② ① ① ②
10 22 100 14 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(5) (-) (-) (-) (-) (-) (8) (-) (50) (-) (-) (-) (-)

② ① ② ①
10 22 0 14 100 0 0 0 0 0 0 0 0
(10) (22) (50) (-) (33) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

② ① ①
10 22 0 29 0 0 0 0 0 0 0 0 0
(14) (22) (-) (33) (33) (-) (8) (-) (50) (-) (-) (-) (-)

② ②
5 0 0 0 0 0 9 0 0 0 0 20 0

(10) (22) (50) (-) (33) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

25 33 0 43 0 0 18 0 100 0 0 0 0
(24) (22) (-) (67) (-) (-) (25) (-) (-) (33) (-) (33) (50)

○内数字は業種内の順位、（　）内は前年調査

(5)
取引先からの受注量が
増加

(6) その他

(2) 輸出量が増加

(3) 為替差益が発生

(4) 自社の生産量が増加

(n=20） (単位 : ％）

項 目

(1)
訪日外国人客への販売
が増加

全産業 製造業 食料品
木材

･木製品

鉄鋼・

金属製品

･機械

その他の

製造業
非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業

ホテル

･旅館業

その他の

非製造業

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ② ① ①
36 37 34 42 40 34 36 38 36 36 30 33 39
(35) (35) (32) (36) (38) (35) (36) (39) (33) (34) (33) (39) (34)

② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ① ① ②
31 30 33 21 32 32 32 34 25 27 42 33 32
(31) (30) (29) (29) (36) (27) (31) (30) (28) (30) (38) (39) (34)

③ ③ ③ ③ ③ ③ ③
15 16 15 15 13 20 14 16 10 13 20 11 16
(15) (16) (19) (14) (14) (16) (14) (17) (10) (13) (15) (9) (18)

③ ② ③ ③ ③ ③
15 14 16 21 11 10 15 10 22 21 4 22 13
(16) (15) (18) (19) (8) (16) (16) (11) (25) (22) (13) (13) (12)

2 2 2 0 2 2 3 1 7 4 2 0 0
(3) (3) (2) (-) (4) (5) (3) (4) (4) (-) (2) (-) (2)

1 1 0 0 2 2 1 1 0 0 2 0 0
(0) (0) (-) (2) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

○内数字は業種内の順位、（　）内は前年調査

(6) その他

(4)
物価上昇に伴う消費マイ
ンドの落込み

(5)
販売先からの値下げ要
請

(2) 燃料価格の上昇

(3)
コスト上昇分を価格に転
嫁できない

項 目

(1)
仕入価格、原材料・部品
価格の上昇

(n=548） (単位 : ％）
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＜図表４＞今後さらに円安が進行した場合の対策（複数回答） 

 
 

＜図表５－１＞望ましいドル円相場（全産業） 

 

＜図表５－２＞望ましいドル円相場の平均値（業種別）  

全産業 製造業 食料品
木材

･木製品

鉄鋼・

金属製品

･機械

その他の

製造業
非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業

ホテル

･旅館業

その他の

非製造業

① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ① ①
58 61 52 54 67 76 57 53 59 53 67 62 60
(59) (60) (56) (52) (69) (65) (58) (63) (53) (53) (73) (68) (48)

② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ② ②
27 24 25 29 23 20 28 32 24 27 25 38 28
(26) (23) (23) (14) (29) (20) (28) (29) (28) (31) (15) (26) (30)

③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③ ③
6 6 11 4 5 0 7 8 9 6 8 0 3
(6) (7) (11) (10) (-) (5) (6) (4) (9) (6) (-) (5) (7)

③
3 5 9 7 3 0 2 0 5 4 0 0 0
(3) (4) (5) (7) (2) (-) (2) (-) (5) (2) (-) (-) (2)

③
2 2 2 7 0 0 1 0 3 4 0 0 0
(2) (3) (4) (10) (-) (-) (1) (-) (1) (2) (4) (-) (2)

③
1 1 0 0 3 0 1 1 0 0 0 0 3
(0) (1) (-) (3) (-) (-) (0) (-) (1) (-) (-) (-) (-)

0 0 0 0 0 0 1 0 0 4 0 0 0
(1) (1) (2) (-) (-) (-) (1) (-) (1) (4) (-) (-) (-)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 2 0 0 0
(-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-) (-)

2 1 0 0 0 4 3 7 0 0 0 0 8
(3) (2) (-) (3) (-) (10) (4) (3) (-) (2) (8) (-) (11)

○内数字は業種内の順位、（　）内は前年調査

(8)
海外拠点の縮小や撤退
を行う

(3)
取扱品の削減や業容の
縮小を行う

(4) 輸出を拡大する

(6)
海外拠点の新設や拡大
を行う

(9) その他

項 目

(1)
製品・商品・サービスの
販売価格を値上げする

(n=419） (単位 : ％）

(2)
仕入先や調達先の見直
しを行う

(5)
為替予約により、為替変
動リスク低減を図る

(7) 輸入を縮小する

前回調査 今回調査

1ドル＝100円未満

0％
100～110円

未満

11%

110～120円未満

16％

120～130円未満

36％

130～140円未満

26％

140円以上

10％

平均

122.4円

(n=257)

1ドル＝100円未満

1％

100～110円未満

17%

110～120円未満

35％

120～130円未満

31％

130～140円

未満

14％

140円以上

2％

平均

115.9円

(n=264)

123.9 

127.6 

124.0 

119.2 

125.8 
121.7 

120.9 
123.4 124.7 

114.2 

122.5 121.6 

116.3 116.7 
120.0 

113.9 114.6 115.7 116.7 115.2 115.6 
113.2 

115.7 116.1 
110.0

120.0

130.0

製造業 食料品 木材・

木製品

鉄鋼・

金属製品

・機械

その他の

製造業

非製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・

旅館業

その他の

非製造業

今回調査 前回調査

製造業 非製造業

(1㌦=円)
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特別調査           Ⅰ．2024 年 道内企業の年間業況見通し 

＜企業の生の声＞ 

 

【食料品製造業】 

(1)食料品製造業 現状の物価上昇は個人消費の

冷え込みに繋がりかねず、当社売上の減少に直結

するため危惧している。円安を背景にしたインバ

ウンド需要の増加に着目し、個人消費の減少をカ

バーすべく対策を考えていきたい。（道南） 

 

(2)製菓業 経済の状況は早期に好転することは

ないという前提で方針を定めている。注力すべき

は人材の確保で、取り組みを進めているものの、満

足のいく成果は得られていない。人手不足は生産・

販売力の低下に繋がるので、採用活動を強化し人

材確保を進めていく。（道北） 

 

(3)製粉業 懸念材料は人手不足感が高まってい

ることであり、新規・中途採用とも応募数が減少し

ている。また、インバウンドの増加が今後も続くか

が不透明であることや、穀物相場の変動、戦争の動

向、金利の変化など、楽観的な見通しは立てにくい

状況である。さらにオリンピック誘致の中止も不

透明感に拍車をかけている。（札幌） 

 

(4)食料品製造業 物価高騰や経費の増加に対応

する賃金上昇について、大手企業と中小零細企業

の間に差が生じていると感じている。中小零細企

業や下請企業が価格転嫁をしても、大手企業がさ

らに販売価格を釣り上げるため、大手から仕入れ

る中小零細は価格転嫁の効果が減殺され、賃上げ

原資の確保が難しい。(道央) 

 

【木材・木製品製造業】 

(5)家具製造業 コロナが 5類に移行したことによ

り人流が変化し、消費は「モノ」から「コト」への

移行がみられ、結果として家具業界では受注量が

減少している。2024 年も業界の見通しは明るくな

いとみている。原材料の価格高騰により製造コス 

 

トが上昇しており、最低賃金の引き上げや電力コ

ストの増加も原価上昇に拍車をかけている。(道

北) 

 

(6)製材業 注目しているのは脱炭素に向けた取

組みである。脱炭素化の手法として挙げられる植

林等の施業は、その投資が木の成長により利益と

なって戻ってくるが、炭素を地中に閉じ込める方

法は、継続的な研究費用が必要で高コストになる

可能性がある。北海道には広大な山地に無立木地

があり、大型機械を使った低コストの森林施業が

できるため、注目している。(道北) 

 

【鉄鋼・金属製品・機械製造業】 

(7)機械器具製造業 受注に関しては、今後も好調

に推移するものとみている。製品別では、2024 年

の 11月までは工程が埋まっているが、受注時から

資材の高騰が進んでおり、その高騰分を売価に転

嫁できるかがカギとなる。また、製造部門のスタッ

フ不足（特に技術者）が課題となっている。（道央） 

 

(8)金属製品製造業 重視する項目として、インバ

ウンド需要伸張を背景とした空港や百貨店等への

投資が続くことや、新たな商業施設やホテルの建

設、札幌駅前再開発といった設備投資需要が今後

数年間は持続することが挙げられる。一方、地方圏

の衰退が心配である。道内 JR網の廃線の動きが止

まらないうえバス網の維持も厳しいと思われる。

過疎化が進行するなかでも最低限必要な交通イン

フラの整備は、公費で負担すべきと考える。(札幌) 

 

(9)金属製品製造業 当社は住宅設備メーカーで

あり、住宅着工戸数の増減が売上に影響するため

動向を重視している。近年住宅着工数の伸び悩み

が目立ち、その結果、価格転嫁を行っても前年比で

売上が低下する状況に直面している。（道央） 
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【その他の製造業】 

(10)コンクリート製品製造業 ラピダスの投資に

より道央圏、特に札幌から千歳近郊では仕事が増

え、人口の増加も期待できるだろうが、それ以外の

地域では過疎化が加速し、特に若年層の労働者不

足が深刻化すると考えられる。企業だけの問題で

はなく、地域の存続自体が問題になる恐れがある。

このままでは北海道がまだら模様になってしまう

ため、一極集中ではなく、北海道全体で良い循環を

作る必要がある。（道北） 

 

(11)印刷業 景気の本格的な上昇と消費マインド

の回復を期待したい。コロナ後の消費者行動はか

なり堅実になってきているように感じる。価格上

昇がより多くの品目に拡がると、賃金と物価のバ

ランスがネックとなり、今以上の経済活発化はな

いと危惧している。(札幌) 

 

(12)コンクリート製品製造業 人手不足は継続的

な課題である。そのために雇用の維持・確保の対策

のほか、DX化を推進する必要があると考えている。

また、設備の老朽化やカーボンニュートラルへの

対応など、社会的な問題に取り組むための設備投

資も不可欠である。（札幌） 

 

【建設業】 

(13)建設業 人手不足の深刻化と時間外労働の規

制を受け、受注調整が必要になってくると捉えて

いる。IT化や DXの推進だけでは、これらの問題の

解決には至らないため、別の対策を考える必要が

ある。（道央） 

 

(14)建設業 外注工事が多くあるなか、専門工事

業者を確実に確保できるかが心配である。今後は

入札前に業者の意向を確認し、確保可能な工事に

しか参加できなくなることが予想される。（道南） 

 

 

 

(15)土木工事業 ようやく民間設備投資意欲が高

まり、大型案件の受注に結び付いている。しかし

2024 年から始まる労働規制に対応するため、DX・

IT を利用した生産性の向上に多額の費用が発生し

ていることから、今は我慢の時期と捉えている。人

手不足については、特に技術者の不足が続いてい

る。技術者の採用予定もあるが、今後の退職者を考

慮すると不足感がある。(道東) 

 

(16)住宅建築業 住宅ローンの金利上昇は、住宅

市場における大きな逆風となるため、引き続き厳

しい状況が続くと予想される。(道北) 

 

(17)土木工事業 千歳市の半導体工場や苫小牧市

のデータセンターの誘致などにより、一定の需要

は確保されているが、道外からの資材調達が多い

と考えられる。そのため道内企業が得る経済効果

は限定的であるが、企業誘致に伴う労務費の上昇

がみられ、道内企業のコストアップと人材不足が

懸念される。住宅建設業界は、当面厳しい状況が続

くとみている。(道央) 

 

(18)板金工事業 2024 年の残業上限規制は、建設

業における人手不足をさらに悪化させる要因とな

る。期限内の工事完了が大きな課題である。(道南) 

 

【卸売業】 

(19)石油製品卸売業 行き過ぎた物価上昇と円安

は、所得の低い道内では個人消費の減退を招く恐

れがあるため、各種経済指標に注目している。ラピ

ダス進出や札幌中心部の再開発は経済効果をもた

らすが、地価や人件費、資材価格の高騰に繋がるた

めこれら価格の動向も注視している。そのほか倒

産・廃業の予兆管理や M&A動向にも注意している。

(札幌) 
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(20)包装用品卸売業 倒産件数が増加しているこ

とが気になっている。高齢化や後継者不在を理由

に廃業を考えている取引先が増えていると感じ、

全般的に経済規模が縮小傾向にあるのではと懸念

している。（札幌） 

 

(21)農産物卸売業 賃上げや運送業界の 2024年問

題によりスーパーもコストが上昇している。この

しわ寄せが弱い立場の卸売業者に向かいかねない

と危惧している。（札幌） 

 

【小売業】 

(22)作業用品店 新幹線札幌延伸や札幌中心部の

再開発、ラピダスなどの大規模設備投資が続いて

おり、これらは道内経済にポジティブな影響をも

たらすと予想される。これらの成果実現のために

は政府の政策に頼らず、民間企業の自助努力が重

要になる。(札幌) 

 

(23)食品スーパー ラピダスやエスコンフィール

ドの投資効果で道内景気は上向くが、人手不足に

より経営継続が困難なケースも発生する可能性が

ある。人口減少と人手不足のなかで経済規模が拡

大するのは北海道にとって歴史上初めてのことか

もしれない。一見、道内経済には好材料が揃ってい

るように見えるが、社会インフラの老朽化や災害

への耐性低下など、根本的な問題は依然として残

っている。(札幌) 

 

(24)酒小売業 経済団体や大企業では新年交礼会

のような大規模会合が復活しつつあり、本格的な

経済回復が印象付けられることを期待している。

一方で、業務用酒類の需要は形態が変化しており、

コロナ禍前にあったような 2 次会・3次会需要は回

復しないと考えている。そのため、建物の空き室情

報をビルオーナーと共有し、入居業者を結びつけ

る活動が必要となってくる。従来の枠を超えた発

想を大事にしたい。(札幌) 

 

【運輸業】 

(25)運輸業 ドライバーの時間外労働上限規制

（2024 年問題）や、改善基準告示の改正等により

人件費の上昇が予想され、さらに燃料費や電気料

金の上昇、社会保障負担増大が経営を圧迫するも

のと思われる。また、人材不足は公共事業の停滞を

招く恐れがある。(道央) 

 

(26)運輸業 働き方改革の完全実施により労働時

間が短縮されると、売上と労働者の生活を維持す

るためには、大幅な運賃の値上げが必要となる。行

政には規制強化ばかりではなく荷主企業への指導

を行い、適正な運賃を収受できる環境作りに注力

してほしい。(道東) 

 

(27)運輸業 道央圏を中心とした雇用拡大による

人手不足、酪農業の将来展望、JR北海道および JR

貨物の動向（並行在来線の維持など）、2024年問題

への対応が来年（2024 年）の重視項目であり、懸

念材料と捉えています。(道東) 

 

【ホテル・旅館業】 

(28)都市ホテル 来年（2024 年）の業況は、今年

度より上向くと予想している。課題は人手（主に近

隣地域のパート）の確保と育成であり、外注と内製

化のすみわけを進める。(札幌) 

 

(29)観光ホテル 2024 年は、日本経済が上向いて

観光需要が増加するかどうかに注目している。そ

のためには交通業界（バス、タクシー、航空等）の

人手不足対策が進み、観光の足が確保できること、

海外からの直行便が地元空港に発着して海外旅行

客が増えることが重要なポイントである。旅行業

界としては、コスト増に対して価格転嫁ができる

だけの需要回復が見込めるか、賃上げを行い若手

社員の定着を図れるかも注視したい。(道南) 
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(30)観光ホテル 中国の需要回復の見通しが不透

明であるため、欧米需要がどこまで高まるか注視

している。（道東） 

 

【その他の非製造業】 

(31)廃棄物処理業 電気・燃料等のエネルギー価

格を含め、物価の上昇傾向は変わらないと思われ

る。原価の見直しを適時行い、適正な価格転嫁を実

施し、時代の流れに取り残されないよう努めたい。

（道央） 

 

(32)建設コンサルタント 国、道、市の予算動向お

よび民間の投資に注視し、公共・民間両面でのシェ

ア拡大を図るべく技術力・営業力を強化する方針

である。業界内での技術者不足が顕在化している

背景から、雇用動向も注視している。企業活動を安

定させ持続的に業容を拡大するために、人的資本

の確保が喫緊の課題である。(札幌) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

17 

 

臨時調査         Ⅱ．円安が道内企業の経営に及ぼす影響について 

＜企業の生の声＞ 

 

【食料品製造業】 

(1)食料品製造業 円安により輸入大豆の価格が

高騰し、国産大豆の価格と遜色ない状況になって

いる。この国産回帰・輸入離れの傾向は、食料自給

率向上の一助となるが、いまだ水田転作奨励金を

考慮しないと大豆生産者、加工メーカーともに採

算は維持できない。商品販売価格への転嫁は不十

分であり、多くの課題が残っている。（道央） 

 

(2)水産加工業 フィッシュミールやフィッシュ

オイルは親会社経由で輸出を行っており、円安の

恩恵を受ける一方、魚卵原料など海外からの買い

付けも発生するため、円安による有利不利は一概

に断言できない。（道東） 

 

【木材・木製品製造業】 

(3)家具製造業 輸出・輸入とも行っている企業に

とって、激しい為替の変動は経営に大きな影響を

及ぼすため、ある程度制御されることが望ましい。

（道北） 

 

【鉄鋼・金属製品・機械製造業】 

(4)金属製品製造業 円安進行に伴い、当社では原

材料の仕入価格の高騰が問題となっている。現在

はコスト上昇分を販売価格に転嫁できているため、

利益の大幅な減少はない。しかし長期的に考えた

とき、コストが一方的に上昇し続ける状況は、当社

の経営状況の悪化につながりかねないと考える。

（道央） 

 

(5)鉄鋼製造業 鉄鋼業界では、鉄鉱石やコークス

などの材料がすべて輸入品であるが、製造された

鉄鋼製品の大部分は国内で消費される。これは、製

品の重量が重く長距離輸送に不向きであるため、

輸出が困難であることに起因する。さらに、材料費

の高騰により、日本全国で建築投資の見直しが進 

 

んでいる。このような状況を踏まえると、鉄骨造の

建築に対して補助金を付けるなどの対策があって

も良いと感じている。（道東） 

 

【その他の製造業】 

(6)印刷業 円安の影響により原材料費が高騰し

ている。特に用紙については、2022年に続き 2023

年に入ってからも仕入先から値上げ要請がある。

さらに、配送用の段ボールやトナーなど、様々な物

品の価格も高騰している。印刷費の値上げを実施

したが、それでも経営は厳しい状況にある。今後円

安が進行すれば、さらに物価高が加速する恐れが

あり、大きな懸念を抱いている。（札幌） 

 

(7)コンクリート製品製造業 円安について、直接

的な影響は受けていないが、仕入価格、原材料価格、

燃料価格の上昇により製造原価が増加し、利益が

圧縮される要因となっている。販売価格には比較

的転嫁できているものの、すべてをカバーするこ

とはできない。（札幌） 

 

【建設業】 

(8)内装工事業 円安により、外国人人材が日本企

業を選ぶ誘因が減少してきている。具体的には、海

外労働に出る際に母国で借りたスタート資金の返

済に悪影響が出ており、家族に送金する金額も目

減りしている。（札幌） 

 

(9)土木建設業 円安は資材や燃料価格の上昇だ

けでなく、外国人労働者の賃金にも影響を与えて

いる。母国通貨換算の賃金が低下することで外国

人労働者の雇用が減少し、労働力不足と費用の高

騰が生じている。為替には高低に関わらず、長期的

な安定を望む。（道南） 
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(10)土木工事業 公共工事主体の建設業としては、

為替変動による物価の変動は積算価格に反映され

るため、直接的な影響は少ない。しかし、一般管理

費に関しては、円安による物価の高騰の影響が大

きい。（道南） 

 

(11)土木工事業 円安によりセメントなどの原材

料価格が上昇し、収益を圧迫している。販売価格へ

の転嫁によって、業況はほぼ前年並みに維持され

ているが、今後の課題は販売数量の確保である。ま

た、燃料費の高騰によって間接費用が上昇してお

り、トリガー条項の発動を検討願いたい。（道央） 

 

【卸売業】 

(12) 包装用品卸売業 直接輸入している商品の

仕入価格には円安の影響が出ているが、最近は米

国金利の動向などによる円高の傾向もみられ、為

替相場の動きが大きくなっている。円高になれば

仕入価格の低下が期待できる半面、取引先からの

値下げ要請も想定され、タイミングを見極めなが

ら対応していくことになる。（札幌） 

 

(13)水産物卸売業 円安になれば、輸出への契機

となり、直接輸出に力を入れることが考えられる。

最大の問題は為替変動幅が大きいことであり、安

定的な推移さえあれば、たとえドル円相場が 150円

であってもかまわないと考えている。（札幌） 

 

【小売業】 

(14) 酒小売業 業務用酒類販売という業種柄、ワ

インやウィスキーなどの輸入品の取り扱いが多く、

円安は仕入れコストの高騰に直接的につながる。

国内商品への代替を図るなどの工夫をしているが、

高級銘柄は他商品への代替が困難であるため、仕

入れコストを販売価格に転嫁せざるを得ない状況

である。かといって販売価格が過度に上昇すると、

購入意欲が減退する危険もある。利益を度外視し

て販売しようにも、酒税法により赤字販売の常態

化は避ける必要があることから、適正な価格設定

と利益確保が難しくなっている。現状より 2 割程

度の円高水準が望ましいと考える。（札幌） 

 

(15)リサイクルショップ 当社には円安の直接的

な影響はないが、取引先の購買意欲低下や流通コ

ストの増加として間接的な影響が出ている。補助

金などは現在、製造業を主な対象としているが、他

業種に対しても支援を受けやすくしてほしい。（道

北） 

 

【運輸業】 

(16)運輸業 運輸業は、原油価格の高止まりと円

安による燃料価格上昇により、経営に大きな影響

を受けている。適正な運賃の収受には、行政による

トップダウンの解決策が必要であり、下からの積

み上げだけでは問題の解決は難しい。（道東） 

 

【ホテル・旅館業】 

(17)観光ホテル 円安は海外客を惹きつけやすく

する利点があるものの、輸入食材等のコスト上昇

や、外国人労働者の給与の目減りを招き、日本で働

くことの魅力が低下するなどの問題も生じること

から、その影響を一概には評価できない。（道央） 

 

(18)観光ホテル 円安で外国人旅行客が来やすく

なっているはずだが、海外からの直行便が戻って

いないため、実際には客数が増えていない。（道南） 

 

【その他の非製造業】 

(19)飲食店 一部輸入品から国内生産品への見直

しを行い、商品の安全性や美味しさを積極的にア

ピールする方針である。（札幌） 

 

(20)飲食店 円安のメリットとしては、インバウ

ンド客の増加に伴う売上の増加が期待される。一

方、デメリットとしては、光熱費などの経常コスト

の増加が懸念されるほか、輸入肉の仕入れ価格の

上昇が問題となる。（札幌） 


